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本⽇のご説明資料は以下の通り。 
 
 資料１ 再処理施設（蒸発乾固）の緊急時活動レベル（ＥＡＬ）の⾒直しの進め⽅に 
     ついて 
 
 資料２ 再処理施設の蒸発乾固に係るＥＡＬの経緯について 
 
 
 資料３ 蒸発乾固のＥＡＬ（ＥＡＬ ２９）の変更案について注１ 
 
 
 
注１：蒸発乾固のＥＡＬ（ＥＡＬ ２９）の変更に関連し、セルの閉じ込め機能に係るＥＡ 
   Ｌ（ＥＡＬ４２）についても整理が必要と考える。本件については後⽇ご説明を予定。 
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２０２３年１１⽉１３⽇ 
⽇ 本 原 燃 株 式 会 社 

 
再処理施設（蒸発乾固）の緊急時活動レベル（ＥＡＬ）の⾒直しの進め⽅について 

 
 令和２年９⽉１⽇に開催された「第７回緊急時活動レベルの⾒直し等への対応に係る会
合」において、ＥＡＬ等に関する課題の整理が⾏われている。（以下、「中⻑期的な課題」と
いう。） 
 中⻑期的な課題のうち、№４「⽇本原燃株式会社再処理施設の審査を踏まえた再処理施設
の蒸発乾固に係るＥＡＬの⾒直し」について課題となっていることから早期に対応を⽬指し
てまいりたい。 
 
１．検討⽅針 
（１）検討対象 
  〇蒸発乾固に係る新規制基準に適合した再処理施設について重⼤事故等対応設備等を考 
   慮したＥＡＬの⾒直しを検討する。 
  〇ＥＡＬの⾒直しについては、以下を考慮する。 
   ・事象の進展が⽐較的緩やかな再処理施設の特徴を踏まえ、事故進展を整理する。 
   ・事象の深刻度を考慮する。 
   ・新規制基準に適合した重⼤事故等の対策の内容、対策の成否を考慮する。 
２．検討のステップ 
  検討は、以下に⽰す検討１〜３の３ステップで進める。検討１及び検討２は、初回の会 
 合でまとめて実施することで効率化を図りたいと考えている。それぞれの検討ステップに 
 おいて、事業者側から次の資料を準備する。 

【検討１】事故進展について整理 
   蒸発乾固の事故進展、事故時の対応⼿順について、過去のＥＡＬ会合資料、安全審査 
  内容等を整理する。 
   蒸発乾固の代表機器を選定し、冷却機能の喪失から蒸発乾固に⾄るまでの事故進展に 
  応じたプラントの状態進展時間を整理する。 

【検討２】事故時の観測可能なパラメータの整理 
   新規制基準に適合した重⼤事故等の対策の実施によるプラントの状態、観測可能なパ 
  ラメータを整理する。 

【検討３】ＥＡＬ判断基準の検討 
   上記検討１、検討２の結果より、ＥＡＬ判断基準を整理する。整理にあたっては、現 
  ⾏の原⼦⼒災害対策指針及び原⼦⼒災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解 
  説で求められている考え⽅を基に原⼦⼒災害対策指針等の記載の⾒直しが必要と考えら 
  れる場合は、その内容を提⽰する。 

以 上 

資料１ 



再処理施設の蒸発乾固に係るＥＡＬの経緯について

２０２３年１１月１３日
日本原燃株式会社

資料２
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 現在の再処理施設のＥＡＬは、平成２９年３月～４月に開催された第１～３回緊急時活動レベ
ルの見直し等への対応に係る会合（以下、「ＥＡＬ会合」という。）の結果から、平成２９年７月５
日付けで改正された原子力災害対策指針に基づき、原子力事業者防災業務計画で具体化さ
れている。

 第3回ＥＡＬ会合で確認された再処理施設のＥＡＬの骨子は以下の通り。

（平成29年4月25日 第3回ＥＡＬ会合 資料１ 抜粋） （※重要箇所を強調）
３．再処理施設

再処理施設は、貯槽等又はセル内で重大事故等が発生したとしても、基本的には短時間で放射性物質が異
常に放出されるような事態には至らず時間的余裕があることから、重大事故の発生を捉えて警戒事態（AL）とす

ることが適当である。重大事故等が発生した後、セル内での事故収束や閉じ込めが成功せず、セルから建屋内
に放射性物質が漏えいした場合を施設敷地緊急事態（SE）とし、さらに建屋内に放射性物質が異常に漏えいし
た場合を全面緊急事態（GE）とすることが考えられる。

他方、重大事故等の中でも臨界事故及び蒸発乾固については、重大事故が発生したことにより、新たに生成
された放射性の希ガス又は揮発性の放射性物質が外部に放出される可能性があるため、他の重大事故等とは
区別し、臨界事故及び揮発性の放射性物質の発生を捉えてSE又はGEを発動することが適当と考えられる。

 なお、平成29年当時は、再処理施設は新規制基準に基づく安全審査中であり、当時 新の審

査内容に基づいてＥＡＬが決定された。
 本資料では、第７回ＥＡＬ会合にて中期的な課題となっている、再処理施設の蒸発乾固につい

て説明する。

１．現在の再処理施設に係るＥＡＬの検討経緯について
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２．再処理施設における蒸発乾固の事象説明（１／２）

 再処理施設の蒸発乾固は、以下の段階で事象が進展する。
①冷却機能の喪失により、液温が上昇し沸騰に至る。
②放射性エアロゾルが発生し、大気中への放出量が増加する。
③ルテニウムを含む高レベル廃液等においては、沸騰の継続により硝酸濃度が上昇（約６規

定以上）し、かつ、温度が１２０℃以上に至ると、揮発性のルテニウムが大量に発生し、大
気中への放出量がさらに増加する。

④高レベル廃液等の沸騰が継続した場合には、やがて乾燥・固化し、温度上昇により貯槽
等の損傷に至る可能性がある。

 現在の蒸発乾固に係るＥＡＬ（ＥＡＬ２９）は、前述したＥＡＬの骨子から、上記③の事象（揮発性
ルテニウムの発生）を捉えて、貯槽の溶液温度120℃でＧＥを判断することとしている。
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２．再処理施設における蒸発乾固の事象説明（２／２）

 現在の蒸発乾固に係るＥＡＬ（ＥＡＬ２９）は、前述したＥＡＬの骨子から、揮発性ルテニウムの発
生を捉えて、貯槽の溶液温度１２０℃でＧＥを判断することとしている。（全貯槽共通）

 蒸発乾固の発生を想定する機器には、内包溶液に揮発性ルテニウムを含むもの（高レベル濃
縮廃液等）と、揮発性ルテニウムを含まないもの（プルトニウム濃縮液等）がある。
後者は、溶液温度が上昇したとしても、揮発性ルテニウムの放出はない。

内包溶液に揮発性元素を含むもの（高レベル
濃縮廃液）の事象進展の例

内包溶液に揮発性元素を含まないもの（プル
トニウム濃縮液）の事象進展の例

：非揮発性元素の放出を示す。
：揮発性元素（ルテニウム）の放出を示す。

：非揮発性元素の放出を示す。
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３．蒸発乾固の対策の概要（１／３）

 再処理施設の蒸発乾固は、重大事故対策として、発生防止対策、拡大防止対策を実施するこ
とで収束を図る。
（１）発生防止対策

ａ．喪失した冷却機能を代替する設備（代替安全冷却水系）により、通常時に貯槽を冷却し
ている安全冷却水系の内部ループ(建屋内の安全冷却水の循環ライン）へ通水し、崩
壊熱を除去する。

上記の発生防止対策が機能しない場合は、拡大防止対策に切り替える。

発生防止対策（内部ループへの通水） 概要図

：代替安全冷却水系を示す
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３．蒸発乾固の対策の概要（２／３）

（２）拡大防止対策（貯槽等注水、冷却コイル等への通水）
ａ．貯槽等に直接注水し、蒸発による液位の低下等の進行を防止する。

貯槽等に貯水槽の水を直接注水することで、高レベル廃液等の硝酸濃度の上昇を抑えて揮発性のルテニウムの発
生を防止し、また液位を維持して乾燥・固化に至ることを防止する。

ｂ．代替安全冷却水系により冷却コイル等に通水し、崩壊熱を除去する。
高レベル廃液等の沸騰開始後の事態収束として、冷却コイル等への通水を実施し、高レベル廃液等を冷却すること
で未沸騰状態に導く。

拡大防止対策（貯槽等注水） 概要図 拡大防止対策（冷却コイル等への通水） 概要図
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（２）拡大防止対策（セルへの導出等）
ａ．放射性物質の放出量を低減するため、セルに導出する。

①廃ガス処理設備の配管の流路を遮断し、②セルに導出するユニットに繋がる弁を開放することで、放射性物質をセ
ルに導出する。

ｂ．排気中の蒸気を凝縮し、放射性エアロゾルを低減する。
高レベル廃液等の沸騰に伴い発生した蒸気及び放射性物質を、凝縮器により凝縮させ、蒸気に含まれる放射性物質
を凝縮水として回収する。

ｃ．喪失したセル排気機能を代替する設備（代替セル排気系）により放出量を低減する。
平常運転時の排気経路以外からの環境への放射性物質の放出を防止するため、可搬型排風機を運転し、可搬型フィ

ルタにより放射性エアロゾルを除去することで放出される放射性物質量を低減し、平常運転時の排気経路である主排
気筒を介して、管理しながら放出する。

３．蒸発乾固の対策の概要（３／３）

拡大防止対策（セル等への導出） 概要図

①流路を遮断

②弁を開放
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４．安全審査における蒸発乾固に関する検討内容

 蒸発乾固の発生を想定する機器は、安全冷却水系（再処理設備本体用）の機能喪失により、
崩壊熱除去機能が喪失する５９基の機器のうち、事故に至るまでの間に喪失した安全機能
の復旧が可能な６機器を除いた５３基の機器を対象としている。対象貯槽一覧を次頁に示す。

 上記の選定された５３貯槽は、①高レベル濃縮廃液、②溶解液、③抽出廃液、④高レベル混
合廃液、⑤プルトニウム濃縮缶において濃縮されたプルトニウム濃縮液、⑥濃縮される前のプ
ルトニウム溶液の６種類（以下、「高レベル廃液等」という）を内包する。

 高レベル廃液等のうち、①～④については、硝酸濃度が約６規定以上及び温度が約120℃以

上に至った場合は、内包するルテニウムが揮発性の化学形態となり、大量に気相中に移行す
るとしている。

 一方、高レベル廃液等のうち、⑤～⑥については、揮発性ルテニウムの放出は無い（極微量）
としている。
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５．再処理施設の蒸発乾固の対象貯槽

建屋 機器グループ 機器 内包溶液 建屋 機器グループ 機器 内包溶液

中継槽Ａ 溶解液 プルトニウム濃縮液受槽 プルトニウム濃縮液

中継槽Ｂ 溶解液 リサイクル槽 プルトニウム濃縮液

リサイクル槽Ａ 溶解液 希釈槽 プルトニウム濃縮液

リサイクル槽Ｂ 溶解液 プルトニウム濃縮液一時貯槽 プルトニウム濃縮液

中間ポットＡ 溶解液 プルトニウム濃縮液計量槽 プルトニウム濃縮液

中間ポットＢ 溶解液 プルトニウム濃縮液中間貯槽 プルトニウム濃縮液

計量前中間貯槽Ａ 溶解液 プルトニウム溶液受槽 プルトニウム溶液

計量前中間貯槽Ｂ 溶解液 油水分離槽 プルトニウム溶液

計量後中間貯槽 溶解液 プルトニウム濃縮缶供給槽 プルトニウム溶液

計量・調整槽 溶解液 プルトニウム溶液一時貯槽 プルトニウム溶液

計量補助槽 溶解液 第１一時貯留処理槽 プルトニウム溶液

分離建屋内部ループ１ 高レベル廃液濃縮缶
※１ 高レベル濃縮廃液 第２一時貯留処理槽 プルトニウム溶液

高レベル廃液供給槽
※１ 高レベル混合廃液 第３一時貯留処理槽 プルトニウム溶液

第６一時貯留処理槽 抽出廃液 硝酸プルトニウム貯槽 プルトニウム濃縮液

溶解液中間貯槽 溶解液 混合槽Ａ プルトニウム濃縮液

溶解液供給槽 溶解液 混合槽Ｂ プルトニウム濃縮液

抽出廃液受槽 抽出廃液 一時貯槽
※２ プルトニウム濃縮液

抽出廃液中間貯槽 抽出廃液 高レベル廃液混合槽Ａ 高レベル混合廃液

抽出廃液供給槽Ａ 抽出廃液 高レベル廃液混合槽Ｂ 高レベル混合廃液

抽出廃液供給槽Ｂ 抽出廃液 供給液槽Ａ 高レベル混合廃液

第１一時貯留処理槽 抽出廃液 供給液槽Ｂ 高レベル混合廃液

第８一時貯留処理槽 抽出廃液 供給槽Ａ 高レベル混合廃液

第７一時貯留処理槽 抽出廃液 供給槽Ｂ 高レベル混合廃液

第３一時貯留処理槽
抽出廃液

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ２

第１高レベル濃縮廃液貯槽
高レベル濃縮廃液

第４一時貯留処理槽
抽出廃液

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ３

第２高レベル濃縮廃液貯槽
高レベル濃縮廃液

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
高レベル濃縮廃液

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽
高レベル濃縮廃液

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ５
高レベル廃液共用貯槽

※２

高レベル濃縮廃液

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ４

※１　長期予備は除く

※２　平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう、空き容量を確保している。

精製建屋 精製建屋内部ループ１

精製建屋内部ループ２

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋

高レベル廃液ガラス固

化建屋

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋内部ループ

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ１

前処理建屋

分離建屋

前処理建屋内部ループ

１

前処理建屋内部ループ

２

分離建屋内部ループ２

分離建屋内部ループ３



 前述のとおり、再処理施設のＥＡＬの骨子が決定された第１回～第３回ＥＡＬ会合は、平成２
９年（２０１７年）３～４月に開催されており、令和２年（２０２０年）に許可を得た事業指定申請
書変更許可に示されている蒸発乾固の有効性評価に用いる諸条件は、特に考慮せず蒸発
乾固のＥＡＬの検討が行われた。
（例）
・蒸発乾固の発生を仮定する高レベル廃液等の種類
・高レベル廃液等の沸点
・各対策の評価結果（各対策開始時の温度等） 等

 現行の蒸発乾固のＥＡＬ（ＥＡＬ２９）の判断条件については、下記の課題があると考えてお
り、事業指定申請書変更許可により確定した諸条件を反映し、再検討が必要と考える。
・揮発性ルテニウムを放出する恐れのない貯槽についても、揮発性ルテニウムを放出する

恐れのある貯槽の基準に基づくＧＥの判断基準で、一律に設定されている。
・ＥＡＬの判断基準として、施設敷地緊急事態（SE）の設定がないため、警戒体制（AL）から

次段階で全面緊急事態（GE）となっている。
・一部の対象貯槽については、発生防止対策の開始温度が、ＡＬ29の判断基準である溶液

温度100℃を超えるものがある。（発生防止対策が成功しても、警戒事態（ＡＬ）となる可能
性がある。）

９

６．蒸発乾固のEAＬ（ＥＡＬ ２９）の課題
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７. まとめ

 現在の再処理施設のＥＡＬは、安全審査中であった平成２９年４月当時のＥＡ
Ｌ会合結果に基づき設定されている。

 当時のＥＡＬ会合では、蒸発乾固については、「揮発性の放射性物質の発生
を捉えてSE又はGEを発動することが適当」とし、安全審査中であったことか
ら、蒸発乾固の有効性評価に用いる諸条件は考慮せず、揮発性のルテニウ
ムが大量に発生する温度（１２０℃）で、蒸発乾固の対象貯槽５３貯槽を一律
にＧＥ（ＧＥ２９）を判断する基準を設定した。

 その後、安全審査が完了し、蒸発乾固の有効性評価に用いる諸条件が確定
したことから、これを考慮して、揮発性ルテニウムの放出の恐れのない貯槽
のＧＥ判断基準について、見直しが必要である。

 また、施設敷地緊急事態（SE）の設定がないことや、発生防止対策の開始時
点でAL２９の判断基準である１００℃を超える貯槽等が一部あることから、蒸
発乾固のEALについて、見直しが必要である。



蒸発乾固に関するＥＡＬの変更案
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資料３
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 現在の再処理施設の蒸発乾固のＥＡＬについては、貯槽の内包溶液（高レベル廃液等）の種
類、重大事故対策の成否に係らず、一律、以下の条件で設定されている。
・ＡＬ（ＡＬ２９）：貯槽の高レベル廃液等の温度が１００℃に到達。
・ＳＥ：設定なし
・ＧＥ（ＧＥ２９）：貯槽の高レベル廃液等の温度が１２０℃に到達。

 現行の蒸発乾固に係るＥＡＬについて、以下の課題があるものと認識。
①揮発性ルテニウムを放出する恐れのない貯槽についても、揮発性ルテニウムを放出する
恐れのある貯槽の基準に基づくＧＥの判断基準で、一律に設定されている。
【修正案】
・揮発性ルテニウムを放出しない貯槽（硝酸プルトニウム溶液）については、貯槽温度１２
０℃で判断するＧＥ２９を削除する。
※揮発性ルテニウムが放出する恐れのない貯槽のＧＥ判断の扱いについては、別途整理する。

②ＥＡＬの判断基準として、施設敷地緊急事態（SE）の設定がないため、警戒体制（AL）から次
段階で全面緊急事態（GE）となっている。

③一部の対象貯槽については、発生防止対策の開始温度が、ＡＬ29の判断基準である溶液
温度100℃を超えるものがある。（発生防止対策に成功しても、警戒事態（ＡＬ）となる可能
性がある。）
【修正案】
・蒸発乾固のＥＡＬに重大事故対策の成否を判断基準とした、SE（SE２９）を新たに設定す
るとともに、ＡＬ（ＡＬ２９）の設定を見直す。

１．蒸発乾固に関するＥＡＬの修正方針
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 蒸発乾固のＥＡＬについて、修正方針は以下の通り。

・ＡＬ２９は、重大事故対策の発生防止対策の失敗を判断基準とする。

・ＳＥ２９を新たに設定し、重大事故対策の拡大防止対策（コイル等への通水、貯槽注水）の
双方に失敗した場合を判断基準とする。

・ＧＥ２９については、揮発性ルテニウムの放出する恐れのある貯槽について、貯槽温度１２
０℃以上を判断基準とする。
揮発性ルテニウムの放出する恐れのない貯槽について、ＧＥ２９の対象外とする。

 ＥＡＬの定義に対する整理表を添付資料１、事象進展の概要図を添付資料２に示す。

以 上

２．まとめ



EAL（AL２９）の判断基準の整理 添付資料１（１/４）

EALの定義
（原⼦⼒災害対策指

針本⽂抜粋）

左記に該当する
蒸発乾固の事象進展

左記の事象進展を判
断する⽅法

判断の流れ
判断に使⽤する

パラメータ
メリット、デメリット

ＥＡＬ判断⽅法とし
ての妥当性

本ＥＡＬ判断基準へ採⽤
するにあたっての他ＥＡ
Ｌへの影響

（１）実施責任者に
よる発⽣防⽌対策の
失敗または実⾏不能
の判断

統括当直⻑（重⼤事故対策の実施責任者）により発⽣防⽌対策の
失敗または実⾏不能の判断を⾏う。
この判断結果を原⼦⼒防災管理者に伝達し、原⼦⼒防災管理者に
よりＥＡＬ（ＡＬ２９）を判断する。

なし メリット
・計器、監視機能に依存しない判断が可能（アクセスルート確認
時の実⾏不能判断等）

デメリット
・⼈間（実施責任者）の状況判断に依存するため、判断結果、タ
イミングにバラつきが⽣じる可能性がある。
・実施責任者（統括当直⻑）の判断結果を原⼦⼒防災管理者へ伝
達する必要があるため、タイムラグが⽣じる。

〇
（実⾏不能判断）

特にない

（２）安全審査で評
価された発⽣防⽌対
策（内部ループ通
⽔）の開始時間を超
過

事業指定申請書に記載された「内部ループへの通⽔開始時間」ま
でに当該対策を完了を確認し、時間超過で原⼦⼒防災管理者によ
りＥＡＬ（ＡＬ２９）を判断する。

事業指定申請書の添付書類８（第7.2-11表〜第7.2-22表）に記載さ
れた「内部ループへの通⽔開始時間」は、安全審査で評価された
最も厳しい条件での対策の開始時間であるため、この時間を超過
する＝当該対策の失敗として取り扱う。

時間 メリット
・対策の成否判断として最も保守的な条件。
・⼈間の状況判断に依存しない。
・計器に依存しない。（時間計測のみ）
デメリット
・実発災時の貯槽の状況によっては、対策の開始時間を超過して
も安全上の問題が⽣じない可能性があり、この場合、過剰に保守
的な判断条件となる。（例：実発災時の対象貯槽の溶液が、冷却
機能を喪失しても沸騰しない場合等）

× −

（３）安全審査で評
価された発⽣防⽌対
策（内部ループ通
⽔）の開始時間に基
づき算出された開始
温度を超過

事業指定申請書に記載された「内部ループへの通⽔開始時温度」
までに対策を完了できない場合、原⼦⼒防災管理者によりＥＡＬ
（ＡＬ２９）を判断する。

事業指定申請書の添付書類８（第7.2-11表〜第7.2-22表）に記載さ
れた「内部ループへの通⽔開始時温度」は、安全審査で評価され
た当該対策の開始時間から算出された温度である。
安全審査の評価は、溶液の性状が最も厳しい条件で評価されてお
り、当該対策が計画通りに進⾏した場合、当該温度を超過するこ
とは無いことから、開始温度の超過＝発⽣防⽌対策の失敗として
取り扱う。

貯槽温度 メリット
・対策の成否判断として単純。（事業指定申請書の通り）
・⼈間の状況判断に依存しない。
デメリット
・貯槽毎に判断基準が異なる。（予め整理要）
・可搬型貯槽温度計が設置完了するまでは判断は不可。（アクセ
スルート確認時など）

〇
（失敗判断）

特にない

（４）発⽣防⽌対策
（内部ループへの通
⽔）の効果なし

内部ループへの通⽔開始後、貯槽温度の低下傾向を確認できない
場合、原⼦⼒防災管理者によりＥＡＬ（ＡＬ２９）を判断する。

貯槽温度 メリット
・対策の成否判断として単純。
・⼈間の状況判断に依存しない。
デメリット
・可搬型貯槽温度計が設置完了するまでは判断は不可。（アクセ
スルート確認時など）

〇
（対策実施後の

失敗判断）
特にない

警戒事態（AL)
警戒事態は、その時
点では公衆への放射
線による影響やその
おそれが緊急のもの
ではないが、原⼦⼒
施設における異常事
象の発⽣⼜はそのお
それがあるため、情
報収集や、緊急時モ
ニタリングの準備、
施設敷地緊急事態要
避難者を対象とした
避難等の予防的防護
措置の準備を開始す
る必要がある段階。

【事象進展】
発⽣防⽌対策の失
敗。

【説明】
蒸発乾固は発⽣防⽌
対策が計画通りに成
功した場合は、⾼レ
ベル廃液等の沸騰
（沸点到達）に⾄る
ことは無い。
このため、発⽣防⽌
対策が失敗または実
⾏不能となった場合
に原⼦⼒施設におけ
る異常事象の発⽣⼜
はそのおそれが⽣じ
るものと考える。



EAL（SE２９）の判断基準の整理 添付資料１（２/４）

EALの定義
（原⼦⼒災害対策指

針本⽂抜粋）

左記に該当する
蒸発乾固の事象進展

左記の事象進展を判
断する⽅法

判断の流れ
判断に使⽤する

パラメータ
メリット、デメリット

ＥＡＬ判断⽅法とし
ての妥当性

本ＥＡＬ判断基準へ採⽤
するにあたっての他ＥＡ
Ｌへの影響

（１）実施責任者に
よる拡⼤防⽌対策
（貯槽等への注⽔、
冷却コイル等への通
⽔による冷却）の失
敗または実⾏不能の
判断

統括当直⻑（重⼤事故対策の実施責任者）により拡⼤防⽌対策
（貯槽等への注⽔および冷却コイル等への通⽔による冷却）の失
敗または実⾏不能の判断を⾏う。
この判断結果を原⼦⼒防災管理者に伝達し、原⼦⼒防災管理者に
よりＥＡＬ（ＳＥ２９）を判断する。

なし メリット
・計器、監視機能に依存しない判断が可能（アクセスルート確認
時の実⾏不能判断等）

デメリット
・⼈間（実施責任者）の状況判断に依存するため、判断結果、タ
イミングにバラつきが⽣じる可能性がある。
・実施責任者（統括当直⻑）の判断結果を原⼦⼒防災管理者へ伝
達する必要があるため、タイムラグが⽣じる。

〇
（実⾏不能判断）

特にない

（２）安全審査で評
価された拡⼤防⽌対
策（貯槽等への注⽔
および冷却コイル等
への通⽔）の開始時
間を超過

事業指定申請書に記載された「貯槽等への注⽔開始時間」および
「冷却コイル等への通⽔開始時間」までに当該対策の完了を確認
し、時間超過で原⼦⼒防災管理者によりＥＡＬ（ＳＥ２９）を判
断する。

事業指定申請書 添付書類８（第7.2-11表〜第7.2-22表）に記載さ
れた「貯槽等への注⽔開始時間」および「冷却コイル等への通⽔
開始時間」は、安全審査で評価された最も厳しい条件での対策の
開始時間であるため、この時間を超過する＝当該対策の失敗とし
て取り扱う。

時間 メリット
・対策の成否判断として最も保守的な条件。
・⼈間の状況判断に依存しない。
・計器に依存しない。（時間計測のみ）
デメリット
・実発災時の貯槽の状況によっては、対策の開始時間を超過して
も安全上の問題が⽣じない可能性があり、この場合、過剰に保守
的な判断条件となる。（例：実発災時の対象貯槽の溶液が、冷却
機能を喪失しても沸騰しない場合等）

× −

（４）拡⼤防⽌対策
（貯槽等への注⽔お
よび冷却コイル等へ
の通⽔）の効果な
し。

貯槽等への注⽔の開始後、貯槽液位の上昇傾向を確認できない場
合、および冷却コイル等への通⽔開始後、貯槽温度の低下傾向を
確認できない場合、原⼦⼒防災管理者によりＥＡＬ（ＳＥ２９）
を判断する。

貯槽液位、貯槽温
度

メリット
・対策の成否判断として単純。
・⼈間の状況判断に依存しない。
デメリット
・可搬型貯槽温度計が設置完了するまでは判断は不可。（アクセ
スルート確認時など）

〇
（対策実施後の

失敗判断）
特にない

貯槽液位、貯槽温
度

メリット
・対策の成否判断として単純。（事業指定申請書記載の通り）
・⼈間の状況判断に依存しない。
デメリット
・貯槽毎に判断基準が異なる。（予め整理要）
・可搬型貯槽液位計、可搬型貯槽温度計が設置完了するまでは判
断は不可。（アクセスルート確認時など）

〇
（失敗判断）

特にない

施設敷地緊急事態
（SE)
施設敷地緊急事態
は、原⼦⼒施設にお
いて公衆に放射線に
よる影響をもたらす
可能性のある事象が
⽣じたため、原⼦⼒
施設周辺において緊
急時に備えた避難等
の予防的防護措置の
準備を開始する必要
がある段階。

【事象進展】
発⽣防⽌対策、拡⼤
防⽌対策の失敗。

【説明】
発⽣防⽌対策が失敗
した場合の次の対策
である拡⼤防⽌対策
（貯槽等への注⽔、
冷却コイル等への通
⽔による冷却）が成
功した場合は、⾼レ
ベル廃液等の蒸発乾
固に⾄ることはな
い。
このため、発⽣防⽌
対策、拡⼤防⽌対策
（貯槽等への注⽔、
冷却コイル等への通
⽔による冷却）が失
敗または実⾏不能と
なった場合、原⼦⼒
施設において公衆に
放射線による影響を
もたらす可能性のあ
る事象が⽣じるもの
と考える。

事業指定申請書に記載された貯槽等への注⽔の開始液位（初期液
量の７０％の液量）までに当該対策を完了できない場合、および
事業指定申請書に記載された「冷却コイル等への通⽔開始時温
度」までに当該対策を完了できない場合、原⼦⼒防災管理者によ
りＥＡＬ（ＳＥ２９）を判断する。

事業指定申請書 添付書類８（7.2.2.1.1 貯槽等への注⽔及び冷却
コイル等への通⽔）において、貯槽等への注⽔は、「初期液量の
70％に⾄る前までに貯槽等への注⽔を開始する。」としているた
め、初期液量の７０％到達までに注⽔開始不能＝当該対策の失敗
として取り扱う。

また、事業指定申請書 添付書類８（第7.2-11表〜第7.2-22表）に
記載された「冷却コイル等への通⽔開始時温度」は、安全審査で
評価された当該対策の開始時間から算出された温度である。安全
審査の評価は、溶液の性状が最も厳しい条件で評価されており、
当該対策が計画通りに進⾏した場合、当該温度を超過することは
無い。従って、開始温度の超過＝対策の失敗として取り扱う。

（３）安全審査で評
価された拡⼤防⽌対
策（貯槽等への注
⽔）の開始液位まで
に注⽔不能および拡
⼤防⽌対策（冷却コ
イル等への通⽔）の
開始時間に基づき算
出された開始温度を
超過



EAL（GE２９）の判断基準の整理 添付資料１（３/４）

EALの定義
（原⼦⼒災害対策指

針本⽂抜粋）

左記に該当する
蒸発乾固の事象進展

左記の事象進展を判
断する⽅法

判断の流れ
判断に使⽤する

パラメータ
メリット、デメリット

ＥＡＬ判断⽅法とし
ての妥当性

本ＥＡＬ判断基準へ採⽤
するにあたっての他ＥＡ
Ｌへの影響

メリット
・対策の成否判断として単純。
・⼈間の状況判断に依存しない。
デメリット
・対象貯槽が、揮発性のルテニウムの放出の恐れがある溶解液、
抽出廃液、⾼レベル濃縮廃液の貯槽となるため予め整理要。

〇
特にない

（従来から変更な
し）

全⾯緊急事態（GE）
全⾯緊急事態は、原
⼦⼒施設において公
衆に放射線による影
響をもたらす可能性
が⾼い事象が⽣じた
ため、重篤な確定的
影響を回避し⼜は最
⼩化するため、及び
確率的影響のリスク
を低減するため、迅
速な防護措置を実施
する必要がある段階
である。

【事象進展】
貯槽温度が120℃に到
達。（揮発性ルテニ
ウムの放出の恐れの
ある貯槽）

【説明】
揮発性ルテニウムの
放出の恐れのある貯
槽については、貯槽
等への注⽔がなされ
ない状態で貯槽温度
が120℃に達した場
合、揮発性のルテニ
ウムが放出される可
能性があり、公衆に
放射線による影響を
もたらす可能性が⾼
い事象が⽣じたもの
と考える。

揮発性ルテニウムの
放出の恐れのない貯
槽については、貯槽
温度が120℃に到達し
ても、公衆に放射線
による影響をもたら
す可能性が⾼い事象
には⾄らない。

（１）貯槽温度が１
２０℃を超過

蒸発乾固の対象貯槽のうち、揮発性のルテニウムの放出の恐れが
ある⾼レベル濃縮廃液、溶解液、抽出廃液、⾼レベル混合廃液の
貯槽について、貯槽等への注⽔が⾏われず、貯槽温度が１２０℃
以上であることを確認し、原⼦⼒防災管理者によりＥＡＬ（ＧＥ
２９）を判断する。

事業指定申請書 補⾜説明資料 第28条 補⾜説明資料7-1（2. 蒸
発乾固の進展により発⽣する可能性のある事象の検討）では、沸
騰が継続することで、硝酸濃度が約６規定以上及び⾼レベル濃縮
廃液，溶解液及び抽出廃液の温度約120℃以上に⾄った場合、⾼レ
ベル濃縮廃液，溶解液及び抽出廃液のルテニウムが揮発性の化学
形態となり、ルテニウムが⼤量に気相中に移⾏するとしているこ
とから、これに該当する対象貯槽については、120℃を揮発性ルテ
ニウムの放出の可能性が⾼い事象（公衆に放射線による影響をも
たらす可能性が⾼い事象）と判断とする。

従って、揮発性ルテニウムの放出の恐れのある貯槽は硝酸プルト
ニウム溶液以外の貯槽となる。

貯槽温度



EALの判断基準の整理（まとめ） 添付資料１（４/４）

EALの定義
（原⼦⼒災害対策指針 本⽂抜粋）

左記に該当する
蒸発乾固の事象進展

事象進展の判断の考え⽅
EAL判断基準の具体的な修正案
（防災業務計画への記載案）

警戒事態（AL)
警戒事態は、その時点では公衆へ
の放射線による影響やそのおそれ
が緊急のものではないが、原⼦⼒
施設における異常事象の発⽣⼜は
そのおそれがあるため、情報収集
や、緊急時モニタリングの準備、
施設敷地緊急事態要避難者を対象
とした避難等の予防的防護措置の
準備を開始する必要がある段階。

【事象進展】
発⽣防⽌対策の失敗。

【説明】
蒸発乾固は発⽣防⽌対策が計画通
りに成功した場合は、⾼レベル廃
液等の沸騰（沸点到達）に⾄るこ
とは無い。
このため、発⽣防⽌対策が失敗ま
たは実⾏不能となった場合に原⼦
⼒施設における異常事象の発⽣⼜
はそのおそれが⽣じるものと考え
る。

【判断】
①発⽣防⽌対策（内部ループ通⽔）が実施できない場合。
②安全審査で評価された発⽣防⽌対策（内部ループ通⽔）の開始時間から算出された温度に到達した場合。
③発⽣防⽌対策（内部ループ通⽔）を開始しても効果が確認できない場合。
【説明】
事業指定申請書 添付書類８（第7.2-11表〜第7.2-22表）に記載された「内部ループへの通⽔開始時温度」は、安全審査で評価された発⽣防⽌対策（内部ループ通⽔）の開始時間から算
出された温度となっている。
安全審査の評価は、溶液の性状が最も厳しい条件で評価されており、当該対策が計画通りに進⾏した場合、当該温度を超過することは無い。従って開始温度の超過＝発⽣防⽌対策の失
敗として取り扱うことは妥当である。

（安全審査で評価された対策の開始時間で対策の成否を判断する⽅法もあるが、実際の貯槽のインベントリ量によっては、必ずしも時間内に作業完了できない場合でも安全上の問題が
⽣じない可能性があることから、EALの判断基準としては適当ではないと考える。）

（再）
蒸発乾固の対象貯槽において、重⼤事故対策の発⽣防⽌対策
（内部ループへの通⽔による冷却）を失敗または実⾏不能で
あること。

「失敗」の条件
・当該貯槽の温度が、事業指定申請書に記載された
 「内部ループへの通⽔開始時温度」を超えた場合。
・発⽣防⽌対策（内部ループ通⽔）を実施後、効果
 （貯槽の温度低下）を確認できない場合。

「実効不能」の条件
・重⼤事故対策の実施責任者が、当該対策を計画され
 た⼿順通りに実施できないと判断した場合。
 （SE29も同じ）

全⾯緊急事態（GE）
全⾯緊急事態は、原⼦⼒施設にお
いて公衆に放射線による影響をも
たらす可能性が⾼い事象が⽣じた
ため、重篤な確定的影響を回避し
⼜は最⼩化するため、及び確率的
影響のリスクを低減するため、迅
速な防護措置を実施する必要があ
る段階である。

【事象進展】
貯槽等への注⽔が⾏われず、
120℃に到達。
（硝酸Pu溶液の貯槽以外）

【説明】
揮発性ルテニウムの放出の恐れの
ある貯槽については、貯槽等への
注⽔がなされない状態で貯槽温度
が120℃に達した場合、揮発性のル
テニウムが放出される可能性があ
り、公衆に放射線による影響をも
たらす可能性が⾼い事象が⽣じた
ものと考える。
揮発性ルテニウムの放出の恐れの
ない貯槽については、貯槽温度が
120℃に到達しても、公衆に放射線
による影響をもたらす可能性が⾼
い事象には⾄らない。

【判断】
〇揮発性ルテニウムの放出の恐れのある貯槽について、
ＳＥ２９が条件成⽴した状態で、溶液の温度を計測し120℃以上となった場合。

〇揮発性ルテニウムの放出の恐れのない貯槽
設定なし。

【説明】
揮発性ルテニウムの放出の恐れのある貯槽で、SE29に該当する場合、貯槽等への注⽔が実施できない状態であることから、酸濃度が6規定以上となった可能性がある。この状態で溶液
の温度を計測し120℃以上となった場合、揮発性のルテニウムが⼤量の気相中に放出される可能性が⾼い状態となることから、GE29の判断基準として妥当である。

揮発性ルテニウムの放出の恐れのない貯槽については、120℃の温度パラメータでＧＥの判断は不要。

（再）
揮発性ルテニウムの放出の恐れのある貯槽について、蒸発乾
固にかかる施設緊急事態（SE29）に該当する場合において、
溶液の温度を計測し120℃以上であること。

施設敷地緊急事態（SE)
施設敷地緊急事態は、原⼦⼒施設
において公衆に放射線による影響
をもたらす可能性のある事象が⽣
じたため、原⼦⼒施設周辺におい
て緊急時に備えた避難等の予防的
防護措置の準備を開始する必要が
ある段階。

【事象進展】
発⽣防⽌対策、拡⼤防⽌対策の失
敗。

【説明】
発⽣防⽌対策が失敗した場合の次
の対策である拡⼤防⽌対策（貯槽
等への注⽔、冷却コイル等への通
⽔による冷却）が成功した場合
は、⾼レベル廃液等の蒸発乾固に
⾄ることはない。
このため、発⽣防⽌対策、拡⼤防
⽌対策(貯槽等への注⽔、冷却コイ
ル等への通⽔による冷却）が失敗
または実⾏不能となった場合、原
⼦⼒施設において公衆に放射線に
よる影響をもたらす可能性のある
事象が⽣じるものと考える。

【判断】
①ＡＬ２９が条件成⽴した状態で、下記の対策を実施できない場合。
・拡⼤防⽌対策（貯槽等への注⽔）
・拡⼤防⽌対策（冷却コイル等への通⽔による冷却）
②ＡＬ２９が条件成⽴した状態で、下記の状態となった場合。
・安全審査で評価された拡⼤防⽌対策（貯槽等への注⽔）の開始液位までに注⽔を実施できない場合。
・安全審査で評価された拡⼤防⽌対策（冷却コイル等への通⽔による冷却）の開始時間から算出された温度に到達した場合。
③ＡＬ２９が条件成⽴した状態で、上記①の対策を実施しても双⽅とも効果が確認できない場合。

【説明】
貯槽等への注⽔は、当該貯槽の初期液位の７０％になるまでに注⽔することが安全審査で評価されているため、当該液位での注⽔が不可＝対策の失敗と扱うことは妥当である。
また、「冷却コイル等への通⽔開始時温度」を判断基準とする考え⽅は、上記AL29の「内部ループへの通⽔開始時温度」と同様であり、当該対策が計画通りに進⾏した場合、当該温度
を超過することは無いことから、開始温度の超過＝発⽣防⽌対策の失敗として取り扱うことは妥当である。

なお、拡⼤防⽌対策のうち「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」については、当該対策の⽬的が貯槽等が沸騰した場合の⼤気中への放射性物質の異常放出に⾄る
可能性のある事態を防⽌するものであり、貯槽等の蒸発乾固⾃体を抑制するものではないから、当該対策の成否はＥＡＬの判断基準とない。

また、このＳＥ２９が条件成⽴した状態で、蒸発乾固の事象がさらに進展すると、貯槽等は最終的に乾燥、固化後の状態となり、乾固物の崩壊熱により貯槽が損傷する恐れがある。こ
の場合、貯槽等を設置するセルの閉じ込め機能に影響を及ぼす可能性があることから、セルの閉じ込め機能に係るＥＡＬ（ＳＥ４２、ＧＥ４２）を判断する。

（再）
蒸発乾固の対象貯槽において、拡⼤防⽌対策（貯槽等への注
⽔、冷却コイル等への通⽔による冷却）の双⽅を失敗または
実⾏不能であること。

「失敗」の条件
・当該貯槽の初期液位の７０％になるまでに貯槽等へ
 の注⽔を実施できない場合。
・当該貯槽の事業指定申請書に記載された「冷却コイル
 等への通⽔開始時温度」までに拡⼤防⽌対策（冷却コ
 イル等への通⽔による冷却）を実施できない場合。
・拡⼤防⽌対策（貯槽等への注⽔、冷却コイル等への通
 ⽔による冷却）を実施した結果、効果（貯槽の液位上
 昇および冷却コイル等への通⽔）を確認できない場合。



（１）蒸発乾固に係るEAL 事象進展概要図（現状） 添付資料２（１/３）

■重⼤事故対策を考慮した事故進展のイメージ（代表例：精製建屋 プルトニウム濃縮液⼀時貯槽（    ））
 （EALの判断基準は、⾼レベル廃液等も共通）

【事象発⽣】安全冷却⽔系停⽌（ＡＢＯ含む） 貯槽温度100℃到達   Ｐｕ溶液沸点到達 貯槽容量の７０％まで低下 貯槽温度１２０℃到達

安全冷却⽔系の機能回復

重⼤事故対策(内部ループ通⽔)開始 重⼤事故対策(冷却コイル等通⽔)開始

↓成功 ↓成功 ↓成功
  安全冷却⽔系回復   平衡温度で安定   平衡温度で安定

事象収束 事象収束 事象収束

■重⼤事故対策

              ▲内部ループ通⽔開始（８時間５０分後）
（９時間００分後）

     ▲貯槽等への注⽔（２５時間００分後）

    ▲冷却コイル等への通⽔（３０時間４０分）
（貯槽温度１１２℃）

    ▲可搬型排⾵機の起動（６時間４０分後）

       ▲凝縮器の通⽔（８時間３０分後）

■EAL29以外の判断

全交流電源喪失30分経過

※１：【防災業務計画の解釈】AL29、44、45 及び46 に該当する事象が発⽣した状態において、重⼤事故等の対処作業（緊急安全対策による対処等）が有効でないと判断した場合。
※２：【防災業務計画の解釈】SE42 の状態となり、更に建屋内の放射線量が上昇し⽴⼊り困難となり、重⼤事故等の対処の全てが実施困難となった場合をいう。

EAL29（蒸発乾固）：AL29／（再）蒸発乾固のおそれ（溶液の沸騰）、GE29／（再）蒸発乾固の発⽣

セルから建屋内へ放射性物質
の漏えいがあること。※１

セルから建屋内へ放射性物質
の⼤量の漏えいがあること。
※２

AL29

発⽣防⽌対策の準備

AL29 GE29

警戒事態 全⾯緊急事態

拡⼤防⽌対策（貯槽注⽔）の準備

拡⼤防⽌対策（冷却コイル通⽔）の準備

拡⼤防⽌対策（凝縮器）準備

拡⼤防⽌対策（セル導出、可搬型排⾵機）の準備

SE42 GE42

問題点①

揮発性ルテニウムが放出しない貯槽についても、揮発性ル

テニウムを放出する貯槽の基準に基づくＧＥの判断基準（貯

槽温度120℃でGE29）が一律設定されている。

問題点②

EALの判断基準として、施設敷地緊急事態（SE）の設定がな

いため、警戒体制（AL）から次段階で全面緊急事態（GE）と

なっている。

9時間40分 11時間00分



（２）蒸発乾固に係るEAL修正案（揮発性Ｒｕを放出する恐れのない貯槽） 事象進展概要図 添付資料２（２/３）

■重⼤事故対策を考慮した事故進展のイメージ（代表例：精製建屋 プルトニウム濃縮液⼀時貯槽（    ））

（A)
【事象発⽣】安全冷却⽔系停⽌（ＡＢＯ含む）

AND条件で判断

 失敗    失敗 失敗
貯槽温度100℃到達   溶液沸点到達 貯槽温度１２０℃到達

液位７０％で注⽔開始

安全冷却⽔系の機能回復 発⽣防⽌対策(内部ループ通⽔)開始 重⼤事故対策(冷却コイル等通⽔)開始

↓成功 ↓成功 ↓成功
  安全冷却⽔系回復   平衡温度で安定   平衡温度で安定

事象収束 事象収束 事象収束

■重⼤事故対策

              ▲内部ループ通⽔開始（８時間５０分後）
（９時間００分後）

    ▲貯槽等への注⽔（２５時間００分後）

    ▲冷却コイル等への通⽔（３０時間４０分）
（貯槽温度１１２℃）

    ▲可搬型排⾵機の起動（６時間４０分後）

       ▲凝縮器の通⽔（８時間３０分後）
（A）

■EAL29以外の判断

全交流電源喪失30分経過

※１：【防災業務計画の解釈】SE29、AL44、45 及び46 に該当する事象が発⽣した状態において、重⼤事故等の対処作業（緊急安全対策による対処等）が有効でないと判断した場合。
※２：【防災業務計画の解釈】SE42 の状態となり、更に建屋内の放射線量が上昇し⽴⼊り困難となり、重⼤事故等の対処の全てが実施困難となった場合をいう。

EAL29（蒸発乾固）：AL29／（再）蒸発乾固のおそれ（溶液の沸騰）、GE29／（再）蒸発乾固の発⽣

蒸発乾固の対象貯槽において発⽣防⽌対策
（内部ループ通⽔）失敗または実⾏不能
（事業指定申請書に記載された開始温度を超
過）

蒸発乾固の対象貯槽において拡⼤防⽌対策（貯槽等への注⽔、冷却コイル
等への通⽔）の双⽅を失敗または実⾏不能
（事業指定申請書に記載された貯槽等注⽔の開始液位までに注⽔不能およ
び冷却コイル等への通⽔の開始温度を超過）

セル導出対策の
失敗または実⾏不能

セルから建屋内へ放射性物質
の漏えいがあること。※１

セルから建屋内へ放射性物質
の⼤量の漏えいがあること。
※２

①開始温度超過or②効果なしor③実⾏不能 ①開始液位超過or②効果なしor③実⾏不能 ①開始温度超過or②効果なしor③実⾏不能

AL29

発⽣防⽌対策の準備

AL29

警戒事態

拡⼤防⽌対策（貯槽注⽔）の準備

拡⼤防⽌対策（冷却コイル通⽔）の準備

拡⼤防⽌対策（凝縮器）準備

拡⼤防⽌対策（セル導出、可搬型排⾵機）の準備

SE42 GE42

施設緊急事態

SE29

課題③への対応

SE29の設定に合わせ、AL29の設定値を変更

する。発生防止対策の成否判断のパラメータと

してADRB変更申請に記載された開始温度で

判断する。

課題①への対応

揮発性ルテニウムを放出しない貯槽（Pu溶液の貯槽）につい

て、貯槽温度120℃以上となったとしても、放射性物質の建屋

外放出には至らないため、GE29は設定しない。

これらの貯槽の全面緊急事態の判断は、重大事故等の対処

作業が有効ではない状態であるSE42を経て、建屋内の線量

上昇により全てが実施困難となった場合に判断するGE42で判

断する。

課題②への対応

EALの第２段階としてSE２９を新たに設定する。

拡大防止対策の成否判断のパラメータとして、事

業指定申請書に記載された注水タイミング（初期

液位の７０％）、冷却コイル等通水への開始温度

で判断する。

課題①への対応

拡大防止対策のうち「セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応」については、当該対策の目的

が貯槽等が沸騰した場合の大気中への放射性物質の異

常放出に至る可能性のある事態を防止するものであり、

貯槽等の蒸発乾固自体を抑制するものではないから当

該対策の成否はＥＡＬの判断基準とない。

課題①への対応

SE42の判断基準を「AL２９」から

「SE29」に変更する。

9時間40分 11時間00分

（ＥＡＬ判断なし）



（３）蒸発乾固に係るEAL修正案（揮発性Ｒｕを放出する恐れのある貯槽） 事象進展概要図 添付資料２（３/３）

■重⼤事故対策を考慮した事故進展のイメージ（代表例：⾼レベル廃液ガラス固化建屋 第１⾼レベル濃縮廃液⼀時貯槽（    ））

（A)

失敗または実⾏不能 失敗または実⾏不能   失敗または実⾏不能

【事象発⽣】安全冷却⽔系停⽌（ＡＢＯ含む） 貯槽温度100℃到達 溶液沸点到達
  安全冷却⽔系の回復 重⼤事故対策(冷却コイル等通⽔)開始 初期液位７０％で注⽔開始

↓成功 ↓成功 ↓成功

  安全冷却⽔系回復        平衡温度で安定   平衡温度で安定
事象収束 事象収束 事象収束

■重⼤事故対策

               ▲内部ループ通⽔開始（２０時間００分後）
（２０時間２０分後）

    ▲貯槽等への注⽔（７２時間００分後）

     ▲冷却コイル等への通⽔（３７時間３５分後）     ▲120℃到達（約161時間後）

※参考 冷却コイル等への通⽔時間からGE29の判断基準（120℃到達）まで約5⽇程度

    ▲可搬型排⾵機の起動（１３時間００分後）

       ▲凝縮器の通⽔（１９時間５５分後）
（A）

■EAL29以外の判断

全交流電源喪失30分経過

※１：【防災業務計画の解釈】SE29、AL44、45 及び46 に該当する事象が発⽣した状態において、重⼤事故等の対処作業（緊急安全対策による対処等）が有効でないと判断した場合。
※２：【防災業務計画の解釈】SE42 の状態となり、更に建屋内の放射線量が上昇し⽴⼊り困難となり、重⼤事故等の対処の全てが実施困難となった場合をいう。

EAL29（蒸発乾固）：AL29／（再）蒸発乾固のおそれ（溶液の沸騰）、GE29／（再）蒸発乾固の発⽣

貯槽温度120℃に到達

セルから建屋内へ放射性物質の漏えいが
あること。※１

セルから建屋内へ放射性物質
の⼤量の漏えいがあること。
※２

①開始温度超過or②効果なしor③実⾏不能 ①開始液位超過or②効果なしor③実⾏不能 ①開始温度超過or②効果なしor③実⾏不能

AL25

発⽣防⽌対策の準備

AL29

警戒事態 施設緊急事態

拡⼤防⽌対策（貯槽注⽔）の準備

拡⼤防⽌対策（冷却コイル通⽔）の準備

拡⼤防⽌対策（凝縮器）準備

拡⼤防⽌対策（セル導出、可搬型排⾵機）の準備

GE42

SE29 GE29

全⾯緊急事態

SE42

蒸発乾固の対象貯槽において発生防止対策

（内部ループ通水）失敗または実行不能

（ADRB変更申請に記載された開始温度を超

過）

重⼤事故対策(内部ループ通⽔)開始

蒸発乾固の対象貯槽において拡大防止対策（貯槽等への注水、冷却コイル

等への通水）の双方を失敗または実行不能（事業指定申請書に記載された貯

槽等注水の開始液位までに注水不能および冷却コイル等への通水の開始温

度を超過）

セル導出対策の

失敗または実行不能

問題点①への対応

揮発性ルテニウムを放出する恐れがある貯槽（

高レベル廃液の貯槽等）については、貯槽温度

120℃で揮発性Ruの放出の可能性があるため、

GE29を設定する（従来通り）

SE29が判断された貯槽において、貯槽温度

が120℃に到達。

問題点③への対応

考え方は、添付資料２（２/３）と

同じ

問題点②への対応

考え方は、添付資料２（２/３）と同

じ

問題点①への対応

考え方は、添付資料２（２/３）

と同じ

問題点①への対応

考え方は、添付資料２（２/３）と同じ

22時間00分 23時間00分

（ＥＡＬ判断なし）



再処理施設（蒸発乾固）ＥＡＬ検討スケジュール（想定）
 安全審査の動向を踏まえ、事業者資料は事前に準備しておく。
 検討１・２を合わせて公開会合に臨む。
➡上記対応を実施することを前提に、以下のスケジュールを想定

2023年度 2024年度
10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 上期/下期

検討１︓蒸発乾固の事故進展の整理
検討２︓事故時の観測可能なパラメータの整理
検討３︓EAL判断基準の検討及びコメント回答

（※事故進展が⾮常に遅い場合を含めた
EALの本来あるべき姿についても含む）

委員会▽
（検討の進め⽅）

進め⽅/ 検討１・２

ＥＡＬ⾒直し会合▽

▽委員会
（結果）

検討３

ＥＡＬ⾒直し会合▽

パブコメ

指針改正案作成

▽委員会（途中経過）

▽委員会（指針改正案）

関係機関等へ情報提供

△⾯談（検討の進め⽅、宿題回答）
△⾯談（検討の進め⽅、委員会資料確認）

△⾯談（蒸発乾固の進展、パラメータの整理①）
△⾯談（蒸発乾固の進展、パラメータの整理② ）

△⾯談（まとめ、会合資料確認）

△⾯談（ＥＡＬの判断基準①）
△⾯談（ＥＡＬの判断基準②）

△⾯談（まとめ、会合資料確認）

▽委員会（結果）
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